
(3)(3) 保育をとりまく近年の社会環境の変化保育をとりまく近年の社会環境の変化 （検討の背景）（検討の背景） （続き）（続き）
④④ 急速な少子高齢化への対応－社会経済の変化に伴う役割の深化急速な少子高齢化への対応－社会経済の変化に伴う役割の深化
･･･女性が「就労」を断念せずに「結婚・出産・子育て」ができる社会の実現を通じ、我が国の社会経済や、年金・医療・介護を含む
社会保障制度全体の持続可能性を確保していくという緊急的・国家的課題に関わる新たな役割が期待されるように。

⑤⑤ 多額の公費投入を受ける制度としての透明性･客観性等の要請多額の公費投入を受ける制度としての透明性･客観性等の要請･･･年間１兆円の公費投入がある制度となったことに伴う要請

(4)(4) 現行の保育制度の課題現行の保育制度の課題
①① スピード感あるサービス量の抜本的拡充が困難スピード感あるサービス量の抜本的拡充が困難
ⅰ)ⅰ) 利用保障の弱さ利用保障の弱さⅰ) ⅰ) 利用保障の弱さ利用保障の弱さ
現行制度は、市町村に「保育の実施義務」を課し、市町村の義務履行を通じ、保護者に保育所が利用される仕組み。
ただし、「保育の実施義務」には「例外」が有り、保育所が足りなければ、「その他適切な保護」もあり得る(認可外のあっせんでも可)。
このように、個人に対する利用保障が弱い上、厳しい財政状況との兼合いから市町村の基盤整備も困難な仕組み。
＊ 他の社会保障制度(医療･介護･障害)では、認定等でサービスの必要性が客観的に認められれば、例外なく受給権が生じ、保険者又は行政( )

が、義務的にサービス利用に伴う費用を支払う仕組み。

ⅱ) ⅱ) 認可の裁量性による新規参入抑制認可の裁量性による新規参入抑制
保育所の認可権者である都道府県に広い裁量有り。待機児童がいる市町村で客観的基準を満たしていても、必ずしも認可されず。
＊ 他の社会保障制度(医療･介護･障害)では、客観的基準を満たした事業者は、原則として給付対象として指定される仕組み。

ⅲ) ⅲ) 主体間の補助格差や運営費の使途制限等による新規参入抑制主体間の補助格差や運営費の使途制限等による新規参入抑制
NPOや株式会社は施設整備補助の対象外。また、運営費収入の使途制限により、既存施設による経験を活かした新規開設に制約。

ⅳ)  ⅳ)  保育の必要性の判断と受入保育所決定の一体実施に伴う需要の潜在化保育の必要性の判断と受入保育所決定の一体実施に伴う需要の潜在化
市町村が保育の必要性の判断と受入保育所決定を一体的に実施。定員より過剰になると、窓口等で需要を潜在化させやすい側面。

②② 深化・多様化したニーズへの対応深化・多様化したニーズへの対応
ⅰ) ⅰ) 保育の必要性の判断基準のあり方保育の必要性の判断基準のあり方
｢保育に欠ける｣か否かの判断基準が条例に委ねられており、保育所が足りないと短時間就労は認めないなど、財政状況との兼合い保育に欠ける｣か否かの判断基準が条例に委ねられており、保育所が足りないと短時間就労は認めないなど、財政状況との兼合い
等で基準を厳しくせざるを得ない傾向。また、地域により、母子家庭や虐待事例等の十分な利用確保がなされていない。

ⅱ) ⅱ) 保育の必要性の判断基準の内容保育の必要性の判断基準の内容
夜間や短時間、求職者だと認められにくい、同居親族がいると認められない等。
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ⅲ) ⅲ) 保護者と保育所との関係性保護者と保育所との関係性
実情を最も良く理解している保護者・保育所の当事者間で、より良い保育に向けた相互理解や協働をより深めていけるような、より向

き合った仕組みの制度的な保障 等


